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減少した＝。町と村の減少率は，おのおの，37．96％と32．39％である。   
「平成の大合併」がすすんだ背景には，「旧合併特例法」（「市  
町村の合併の特例に関する法律」）と「合併特例法」（「市町村の  






























これは，自治体を構成する3要素のひとつのr区域j に関すること  
であり，自治の根本的かつきわめて重要な事項」（傍点，引用者）  
－80－   
市町村合併と危機管理（浅野）  

























（1）市町村合併の歴史   
先述したように，いわゆる「平成の大合併」によって，市町村の  
数は1，727となった。ちなみに，1999年3月31日の時点で，全国に  












6月13日 内務大臣訓令第352号）に基づき，約300～500戸を標準規  
模として全国的に行われた町村合併」であり，「結果として，町村  















った＝0。   
表2からも明らかなように，こうした市町村合併の動向は，その  
当時の新聞記事の件数に血如ヒ例している＊11  
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表1 市町村数の変遷  
年 月  市  町  村  計   備  考   
1888年  （71．314）   7．1314  
市制町村制施行（1889年4月1日）  
1889年   39  （15．820）   15，859         （1888年4月17日 法律第1号）   
1922年   91  1．242  10．982  12，315  
1945年10月  205  1．797  8．518  10．520  
1947年8月  210  1．784  8，511  10．505  地方自治法施行       （1947年5月3日 法律第67号）   
1953年10月  286  1．966  7．616  9．868  町村合併促進法施行       （1953年10月1日 法律第258号）   
新市町村建設促進法施行  1956年4月  495  1．870  2．303  4．668         （1956年6月30日 法律第164号）   
1956年9月  498  1，903  1．574  3．975  町村合併促進法失効（1956年9月30日）   
新市町村建設促進法一部失効  1961年6月  556  1，935  981  3．472         （1961年6月29日）   
市の合併の特例に関する法律施行  1962年10月  558  1，982  913  3，453         （1962年5月10日 法律第118号）   
1965年4月  560  2，005  827  3．392  市町村の合併の特例に関する法律施行       （1965年3月29日 法律第6号）   
市町村の合併の特例に関する法律の一部を  
1975年4月  643  1．974  640  3，257         改正する法律施行  
（1975年3月28El法律第5号）   
市町村の合併の特例に関する法律の一部を  
1985年4月  651  2．001  601  3，253         改正する法律施行  
（1985年3月30日 法律第14号）   
市町村の合併の特例に関する法律の一部を  
1995年4月  663  1．994  577  3．234         改正する法律施行  
（1995年3月29日 法律第50号）   
地方分権の推進を図るための関係法律の整  
1999年4月  671  1．990  568  3．229         備等に関する法律一部施行  
（1999年7月16日 法律第87号）   
地方自治法等の一部を改正する法律一部  2002年4月  675  1．981  562  3．218         施行（2002年3月30日 法律第4号）   
市町村の合併の特例に関する法律の一部を  
2004年5月  695  1，872  533  3．100         改正する法律施行  
（20鋸年5月26日 法律第58号）   
2005年4月  739  1．317  339  2．395  市町村の合併の特例等に関する法律施行       （2004年5月26日 法律第59号）   
2006年3月  777  846  198  1．821  市町村の合併の特例に関する法律       経過措置終了   
2010年3月  786  757  1朗．  1．727  2010年3月23日時点の見込み   
出所：http：／／www．soumu．go．jp／gapei／gapei2．html（2010年5月30日）。  
－83－   
札幌法学22巻1号（2010）  
表2 『朝日新聞』にみる「町村合併」の推移（戦後）  
1945年度   1件  1967年度   5件  1996年度   89件   
1949年度   1件  1968年度   2件  1997年度  272件   
1952年度   2件  1970年度   3件  1998年度  220件   
1953年皮   21件  1974年度   1件  1999年度  361件   
1954年度   20件  1984年度   6件  2000年度  816件   
1955年度   7件  1985年度   6件  2001年度  1，850件   
1956年度   10件  1986年度   18件  2002年度  3，899件   
1957年度   7件  1987年度   7件  2003年度  3，292件   
1958年度   3件  1988年度   22件  2004年度  2，508件   
1959年度   1件  1989年度   32件  2005年度  1，209件   
1960年度   1件  1990年度   29件  2006年度  874件   
1961年度   1件  1991年度   33件  2007年度  632件   
1962年度   1件  1992年度   33件  2008年度  347件   
1963年度   2件  1993年度   38件  2009年度  296件   
1964年度   3件  1994年度   76件  合計  17，155件   
1966年度   4件  1995年度   94件  





























などと記されていた♯12。   
このように，数多くの地方自治体が，市町村合併をすすめた理由は，  
「合併特例債」という，うえからの“アメ”がかくされていた事実  








課せられることとなったのだ。   
ところで，市町村合併を所管する総務省によれば，「市町村合併  
の背景と効果」として，以下のような点があげられていた■14。  
1．地方分権の推進   
平成11年，地方分権一括法。自己決定・自己責任のルール   
に基づく行政システムの確立。   
→地方公共団体の自主性に基づく地域間競争  
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→個性ある多様な行政施策を展開するためには，一定の規模・   
能力（権限，財源，人材）が必要。  
2．少子高齢化の進展   
今後，本格的な少子高齢化社会の到来は必然。市町村が提   
供するサービスの水準を確保するためには，ある程度の人口   
の集積が必要。  
3．広域的な行政需要が増大   
人々の日常生活圏が拡大するに従い，市町村の区域を越え   
た行政需要が増大しており，新たな市町村経営の単位が求め   
られている。  
4．行政改革の推進   
国・地方を通じて，極めて厳しい財政状況にある中，国・   
地方とも，より一層簡素で効率的な行財政運営が求められて   
おり，公務員の総人件費改革等，更なる行政改革の推進が必要。  
5．昭和の大合併（昭和30年前後）から50年が経過→時代の変化   
例えば，交通，通信手段の飛躍的発展に対応して新たな市   
町村経営の単位が求められている。   
これらの課題に対処していくためには，「基礎自治体である市町  
村の行財政基盤を強化する必要」があり，「そのための手段として」，  







るのだ。   
とはいうものの，どちらかといえば，「平成の大合併」をめぐっ  
ては，そのマイナス面を強調する論調のほうが多いようだ。たとえば，  





















されている＊19。   
国は「市町村合併特例法」を盾に，平成17年3月31日までに  
現在ある全国3239市町村を1，000から800に，更には300にする「平  
成の大合併」を進めようとしております。   
国の目的は，小規模自治体をなくし，国家財政で大きな比重  
を占める交付金・補助金を削減し，国の財政再建に役立てよう  










ないと判断いたします。   
よって，矢祭町はいかなる市町村とも合併しないことを宣言  
します。   
このように，うえからの市町村合併に反発をし，≪合併〉ではなく，  
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表3 北海道の市町村合併の状況  
合併期日  市町村名   合併関係市町村名   合併形態   
2004．12．1  函館市  函館市・戸井町・恵山町・椴法華村・南  編入    茅部町   
2005．4．1  森町   森町・砂原町   新設   
2005．9．1  せたな町  大成町・瀬棚町・北槍山町   新設   
2005．9．1  士別市  士別市・朝日町   新設   
2005．10．1  遠軽町  生田原町・遠軽町・丸瀬布町・白滝村  新設   
2005．10．1  石狩市  石狩市・厚田村・浜益村   編入   
2005．10．1  八雲町  八雲町・熊石町   新設   
2005．10．1  釧路市  釧路市・阿寒町・音別町   新設   
2006．2．1  北斗市  上磯町・大野町   新設   
2006．2．6  幕別町  幕別町・忠類村   編入   
2006．3．1  伊達市  伊達市・大滝村   編入   
2006．3．1  日高町  日高町・門別町   新設   
2006．3．5  北見市  北見市・端野町・常呂町・留辺葵町   新設   
2006．3．20  枝幸町  枝幸町・歌登町   新設   
2006．3．27  岩見沢市  岩見沢市・北村・栗沢町   編入   
2006．3．27  名寄市  名寄市・風連町   新設   
2006．3．27  安平町  早来町・追分町   新設   
2006．3．27  むかわ町  鵡川町・穂別町   新設   
2006．3．27  洞爺湖町  虻田町・洞爺村   新設   
2006．3．31  大空町  東藻琴村・女満別町   新設   
2006．3．31  新ひだか町  静内町・三石町   新設   









































として提示されている＊25。   
だが，現実には，北海道庁が考えたような市町村合併は，進展し  









































（3）都市施設の事故・故障（電気，ガス・水道・電話などライ   
フラインや遊園地等施設）  





（8）不祥事（汚職，職員の犯罪，情報流出，コンプライアンス   
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北見市は，2006年3月5日に，北見市・端野町・常呂町・留辺   
薬町の1市3町の合併により，あらたに誕生した。新北見市の「面   
積は1427．56kdあり，これまで北海道で一番大きかった足寄町の  
1408．09kdを抜いて1位となっている。これは，香川県の77％に相   
当し，全国でも第4位の広さであり，また，石北峠からオホーツ   
ク海まで東西に延びる道路の距離は東京駅から箱根までの距離に   
あたる約110k皿で日本一」となっている■36。なお，今回の合併に   
よって，北見市の人口は129，365人となった（旧北見市地区：  
110，715人，旧端野町地区：5，469人，旧常呂町地区：4，781人，旧   
留辺葵町地区：＆400人〔2005年国勢調査〕）●訂。  
さて，北見市は，どのような過程をへて，1市3町の合併にい  








2．合併特例法の期限である平成17年3月を留意し，実効性   
のある協議に努めるとともに，協議の内容や経過につい   
ては，住民へ積極的な情報提供を行うこと（傍点，引用   
者）。  
3．設立時から参加できない他の自治体に関しては，それま   
で協議決定した事項を尊重の上，本協議会を構成する市   
町の合意により参加できること。  
4．本協議会の経費は，構成市町において，その2分の1を   
均等割で，残り2分の1を各構成市町の人口で按分した   
割合で負担すること。  
5．本協議会は，平成15年10月4日に設立し，別に定める規   


















○防災組織（体制）につきましては，災害の発生については   
予測不可能でありますところから，迅速に対応できる体制   
が必要であり，調整方針といたしましては，新市における   
情報伝達系統や指揮命令系統，配備規準，配備体制につき   
ましては一元化して対応をするとともに，各地域に現状の   
防災組織を基本とした防災・災害担当部門を設け，防災業   
務に当たることとして，合併時に再編することといたしま   
した。  
○災害対策本部につきましては，特に常呂町におきまして，   
漁港を抱えておりますことから，水防，水難に対する配備   
体制，指揮命令系統を明確にした体制を整備することにつ   
いて，御意見をいただいたところであります。  
調整方針といたしましては，災害発生時におきましては   
本庁に本部を，地域には，仮称でありますけれども，地方   
本部を設置し，指揮命令系統が一元化されるよう，体制を   
構築して対応することといたしました。  
○地域防災計画及び防災会議につきましては，新地域防災計   
画につきましては，新市発足後，速やかに策定することと   
して，合併後に再編とされました。  
防災会議につきましては，新市発足時に防災会議条例を   
制定する。  
また，雌阿寒岳火山防災会議協議会については，これは   
津別町さんだけが現在入っておりますが，新市においても   
引き続き加入するものとして，いずれも合併時に再編する  
一95－   
札幌法学22巻1号（2010）  
ことといたしました。  
○災害時の相互応援支援協定・消防事務委託につきましては，   
各市町の現行の支援協定及び広域的な協定については，新   
市発足時に継続することで協定を結び，合併時に再編する   
ことといたしました。  
○救急業務に関することにつきましては，合併後におきまして，   
救急車の配置や担当区域などを見直すこととして，合併後   
に再編することといたしました。  
○消防通信体制に関することにつきましては，119番の受信に   
つきましては，現行方法で存続することといたしましたが，   
無線通信につきましては，合併時に許可される予定の周波   
数で統合することといたしました。  
また，通信指令体制の一元化及び消防用無線のデジタル   
化対応につきましては，合併後におきまして調整協議を行い，   
効率的な消防行政を目指して，再編することとしたところ   
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（b）地域防災計画をめぐる議論   
そこで，以下において，北見市の危機管理の根幹である地域防  
災計画がどのような経緯をへて，つくられたのかを検証し，同市  
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り重要視していないことがわかる。   
それでは，北見市の場合，「市町村合併に伴う地域防災計画の  






























理の柱である地域防災計画が策定されたのであった。   
では，なぜ，これほど大幅に，地域防災計画の策定作業がずれ  

















































































































過言ではなかろう。   
この文脈において，新市発足後に発生したガス漏れ事故や断水  
時の情報伝達の遅れは，はからずも北見市が地域防災計画の重要  
性を認識してい なかった結果といえなくもない。また，こうした  
危機管理の失敗を将来の教訓とするためにも，調査報告書の開示  
が必要不可欠であるが，「北海道北見市ガス漏れ事故原因技術調  
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示された＊59。だが，こうした意識こそ，危機時に迅速に対応でき  
















○安全対策について情報の共有化を図ります   
北見市は，北海道ガス（株）が実施するガス漏れ事故の再   
発防止対策の「ねずみ鋳鉄管」から「ポリエチレン管」への   
入れ替えや漏えい検査などの経年管対策，天然ガス転換作   
業など安全対策について情報の共有化を図ります。  
○市民へ情報の提供を行います   
北見市は，北海道ガス（株）と共有した安全対策について，   
広報きたみや市ホームページなどを活用し，市民への情報   
提供を行います。  
○冬期間の安全対策などに取り組みます   
北見市と北海道ガス（株）は，厳寒地としての地域的特性   
を踏まえた冬期間の安全対策や緊急時対応の連携強化など  
－104－   
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名寄市は，「北・北海道の長流天塩川が形成する名寄盆地のほ   
ぼ中央に位置し，東は雄武町と下川町，西は幌加内町，南は士別市，   
北は美深町と接しています。その市域は，東西に約30km，南北に   
約35kmの四角形に近い形となっており，535．23kdの行政面積を有   
して」おり摘，合併によって，人口は31，628人となった（旧名寄   
市地区：26，590人，旧風連町地区5，038人〔2005年国勢調査〕）■砧。   
名寄市と風連町の合併は，複雑な過程をへてきた。というのは，   
2∝）2年9月の時点では，北海道庁の案にしたがって，「名寄・風連・   
下川」，「美深・音威子府・中川」の3自治体ごとに，おのおの   
研究会をつくったからであった。その後，2003年6月30日には，   
名寄市をのぞく，風連，下川，美深，音威子府，中川の5町村で   
任意協議会が設置されている。その3カ月後の9月30日には，名  






























整備ということでございます」とふれられただけにすぎない＊71。   
もちろん，こうした背景には，風連町・名寄市合併協議会が，  
























○本市では近年，大規模な洪水は発生していませんが，短時   
間集中豪雨型の局所的な大雨被害や台風や低気圧による強   
風被害が増える傾向にあります。  
○市内での地震の発生は極めて少なく，地震による被害はこ   
れまで皆無と言えますが，全国的には大規模地震が多発す   
る傾向にあり，災害への備えと市民の防災意識の高揚が求   
められます。  
－107－   
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○災害から地域を守り，安全で安心なまちづくりに向けて，   
気象情報など必要な防災情報を迅速に入手して市民に知ら   
せる情報伝達システムの整備や防災訓練の継続的実施，災   
害弱者の安全な避難対策など，きめ細かな防災対策を講じ   
ていかなければなりません。  
○山林では伐採や農地の開墾などによる荒廃状態の箇所が見   
受けられることから，山地の保水力を高めるために緑化を   
進めなければなりません。  
○洪水防止のために護岸工事や樋門へのポンプ場設置などの   
河川整備が行われてきましたが，ダムや護岸，築堤等の整備，   
河道の掘削など，さらなる整備が求められています。  
〔施策の基本的な考え方〕  
○防災対策の充実に向けた具体的な取り組みは，名寄市地域   
防災計画に盛り込まれた内容を着実に実施していくことが   
基本になることから，計画内容の進行管理を適切に行う中   
で効果的・計画的な防災対策を実施していきます。  
○荒廃状態にある山地の造林を推進するとともに，河川整備   
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